
（平成２４年６月１３日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認三重地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件



                      

  

三重国民年金 事案 1179 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 41 年３月から 42 年２月までの期間の国

民年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 41年３月から 42年２月まで 

② 昭和 48年４月から同年 11月まで 

申立期間①の国民年金保険料は、父が私たち夫婦の保険料を納付してい

た。また、申立期間②について、父死亡後の昭和 45 年９月からは、妻が夫

婦の保険料を納付していたと聞いている。申立期間が未納とされているこ

とは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金被保険者台帳及びＡ村の被保険者名簿によると、申立期

間①前の昭和 39年１月及び申立期間①後の 42年３月から 48年３月までの期

間については、第２回特例納付により国民年金保険料を一括納付しているこ

とが確認でき、この際、申立期間①についても保険料を一括して納付するこ

とが可能であったにもかかわらず、あえて申立期間①のみ納付しなかったと

は考え難い。 

一方、申立期間②については、第２回特例納付を行うことはできない期間

である上、申立期間②後の昭和 48年 12月から 50年３月までの期間について

は、第２回特例納付を行った同年 12 月に過年度納付により国民年金保険料を

納付しているが、その時点で、申立期間②の大部分は時効により保険料を納

付できない期間である。 

また、申立人は申立人の父及び妻が申立人の国民年金保険料の納付を行っ

たと主張しているが、申立人自身は国民年金保険料の納付に直接関与してい

なかったことから、申立人に聴取しても、国民年金保険料の納付についての

具体的な状況が不明であるとともに、申立人の妻についても、申立期間②当



                      

  

時の記憶が明確ではないほか、申立人の申立期間②の国民年金保険料を納付

していたことをうかがわせる具体的な供述が得られない。 

さらに、申立人が申立期間②について国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人の国民年金

保険料が納付されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 41 年３月から 42 年２月までの期間の国民年金保険料については、納付

していたものと認められる。 



三重厚生年金 事案 1917 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、62 万円に訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 14年 10月１日から 17年１月 21日まで 

私は、ねんきん特別便を見て、Ａ社で勤務していた期間のうち、申立期

間について標準報酬月額が減額されていることに気付いた。給与の支給額

は下がっておらず、給与明細書もあるので、申立期間の標準報酬月額を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当初、

62 万円と記録されていたところ、平成 16 年 11 月５日付けで、14 年 10 月１

日に遡って９万 8,000円に減額訂正されていることが確認できる。 

また、Ａ社の取締役であり、経理担当者であった申立人の姉についても、

申立人と同様に平成 16 年 11 月５日付けで、14 年 10 月１日に遡って標準報

酬月額が減額訂正されていることが確認できる。 

しかしながら、申立人が提出した給与明細書から、申立期間の報酬月額は

当該訂正処理前の標準報酬月額とほぼ同額であったことが確認できる。 

さらに、Ａ社に係る滞納処分票によれば、前述の減額処理が行なわれた当

時、同社には厚生年金保険料等の滞納があったことが確認できる。 

加えて、商業登記簿謄本によると、申立人は申立期間において取締役であ

ったことが確認できるものの、申立人は、「私は現場での仕事を行っており、

社会保険の事務は同じ取締役である姉が行っていたので、標準報酬月額が遡

及訂正されたことは知らなかった。」としている上、複数の元従業員は、｢申

立人の仕事は現場作業であり、給与等の事務は申立人の姉が行っていた。｣と

供述している。 

これらを総合的に判断すると、当該遡及訂正処理を行う合理的な理由はな

く、申立期間において標準報酬月額に係る有効な記録訂正があったとは認め

られず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所

（当時）に当初届け出た 62万円と訂正することが必要と認められる。



                      

 

  

三重厚生年金 事案 1918 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取得日は、昭和 42 年５月 29

日であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格

の取得日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については１万 4,000 円とすることが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 42年５月 29日から 43年５月 29日まで 

事業所から取り寄せた健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届のとお

り、昭和 42 年５月 29 日からＡ社において厚生年金保険に加入していた。

申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶している同僚の供述から、申立人が昭和 42 年にＡ社に入社し

たことが推認できる。 

また、Ｂ社から提出された申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者資

格取得届によると、資格取得日は昭和 42年５月 29日（同年６月 10日から訂

正。）と記載されていることが確認できるところ、資格取得届に申立人とと

もに記載されている同僚３人の資格取得日は同年６月 10 日であり、これは当

該同僚の被保険者原票及びオンライン記録と一致している上、申立人及び当

該同僚の健康保険番号が連番で付されていることが確認できる。 

さらに、当該事業所における申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者

原票によると、申立人の資格取得日は昭和 42年６月 10日、同年 10月の定時

決定の記録が記載されているにもかかわらず、資格取得日が 43 年５月 29 日

に訂正されている。 

これらを総合的に判断すると、事業主は申立人が昭和 42 年５月 29 日に厚

生年金保険被保険者の資格を取得した旨の届出を行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被保険

者資格取得届に記載されている標準報酬月額である 1 万 4,000 円とすること

が妥当である。 



                      

  

三重国民年金 事案 1180 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年 12 月から３年９月までの国民年金保険料については､納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年 12月から３年９月まで 

申立期間については、Ａ社を退職し、Ｂ社に勤めていた時期である。平成

元年 12 月にＣ市Ｄ区役所で、国民年金の加入手続と国民年金保険料の口座

振替の手続をした。初めの１、２か月の保険料は、母親に頼み、振り込んで

もらったが、その後の保険料は、銀行口座から引き落とされているはずであ

る。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 62 年５月に払い出されていること

から、申立期間については、当該記号番号により国民年金被保険者資格の再取

得手続を行い、国民年金保険料を納付することとなるところ、申立期間当時、

居住していたＣ市の国民年金被保険者名簿の被保険者資格取得年月日欄をみ

ると、「１年 12月 21 日」の記載とともに、当該記載が平成５年２月にされた

ことを示す印が押されていることから、申立期間に係る被保険者資格取得手続

は、同年同月頃に行われたことがうかがわれるが、その時点で、申立期間のう

ち、元年 12月から２年 12月までは時効により保険料を納付できない期間であ

る。 

また、Ｃ市の国民年金被保険者名簿及び国民年金保険料検認状況一覧票には、

納付書により国民年金保険料を納付する自主納付者の表示があり、これは、国

民年金保険料を申立期間の初めの１、２か月は現金で、その後は自身名義の銀

行口座からの引き落としにより納付していたとする申立人の主張とは異なる

ほか、申立期間について、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見

当たらない。 

さらに、申立期間について、国民年金保険料を納付していたことをうかがわ

せる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできな

い。 



                      

  

三重厚生年金 事案 1919 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59年 11月頃から 60年５月頃まで 

申立期間について、Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた。健康保険証

をもらい、退職時に返却した記憶がある。申立期間について、厚生年金保

険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された昭和 59年 12月及び 60 年１月の給与台帳並びに申立人

のＡ社における雇用保険の加入記録から、申立期間のうち、59 年 12 月３日

から 60 年２月 20 日までの期間について、申立人が当該事業所に勤務してい

たことは確認できる。 

しかし、上記給与台帳によると、申立人は、給与から厚生年金保険料を控

除されていないことが確認できる。 

また、Ｂ社に申立人の雇用形態及び厚生年金保険の適用等について照会し

たところ、「申立人は臨時雇用で、申立人に係る給与台帳は昭和 59 年 12 月

及び 60 年１月分しか無く、厚生年金保険料は控除していない。高齢での入社

のため、厚生年金保険に加入させていなかったと思われる。」との回答があ

った。 

さらに、申立期間について、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票に

は、申立人の被保険者原票は無く、健康保険整理番号に欠番も無いことから、

申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



                      

  

三重厚生年金 事案 1920 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38年 10月頃から 39年９月頃まで 

申立期間において、定時制高校に通いながら、Ａ社（現在は、Ｂ社）の

Ｃ工場で勤務していたので、厚生年金保険被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人とＡ社のＣ工場で勤務していた同僚の供述から、

勤務時期は特定できないものの、申立人が同事業所で勤務していたことは推

認できる。 

しかしながら、上記同僚を含む複数の同僚に照会したものの、当時のＡ社

における厚生年金保険の適用状況等について供述を得ることはできなかった。 

また、Ｂ社に照会したものの、「申立人の在籍が確認できる資料は残って

いない。」との回答があり、申立人の申立期間に係る勤務実態、厚生年金保

険の適用及び厚生年金保険料の控除の状況について関係資料や供述を得るこ

とはできなかった。 

さらに、Ａ社の厚生年金保険被保険者原票には、申立期間について申立人

の被保険者原票は無く、健康保険整理番号に欠番も無いことから、申立人の

記録が欠落したものとは考え難い。 

このほか、申立期間について、申立人の厚生年金保険料の控除を確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



                      

  

三重厚生年金 事案 1921 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17年４月１日から 19年４月１日まで 

平成 17年４月から 19 年３月までの給与は 50万円であったので、標準報

酬月額も 50 万円になるはずである。記録が違っているのは、事業所が虚偽

の申請をしたと思われる。申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を改定又は決定し、記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事

業主が源泉徴収していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれ

ぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額

のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

Ａ社が保管している賃金台帳及び申立人から提出された預金通帳の写しに

よると、申立期間のうち、平成 17 年４月から同年８月までの期間については、

報酬月額に見合う標準報酬月額は、申立人が主張するとおり、社会保険事務

所（当時）に届け出られた標準報酬月額よりも高額であることが確認できる。 

しかしながら、申立期間に係る当該賃金台帳に記載されている厚生年金保

険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致

している。 

このほか、申立期間について、標準報酬月額に誤りがあることをうかがわ

せる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認めることはできない。 


